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激動の日本経済変革に対して
　　　我々は何ができるか
健康開発型市場経済論のすすめ一
田村　貞雄
はじめに一小論の目的
　現在日本経済は国内的にみれば「戦後50年は終わった。これからの50
年の社会・政治・経済システムをどう組み立てるか」という状況下にあ
り，また世界的にみれば，ポスト冷戦のもとで「社会主義経済は崩壊し
た。しかし資本主義経済も完全に成功したわけではない」という状況下
にあるということはすでに良く知られた事実である。
　日本経済は官僚主導の殖産興業，富国強兵，追いつけ追い越せの高度
経済政策の実践を経て，「日本に資本主義はなかった」（後述）かのよう
な特徴もみせながら，世界の欧米先進諸国と共に，高成熟社会へと突入
した。高成熟社会は，高度技術社会，情報化社会，地球化社会と共に，
少子・高齢化社会を共通の特徴としているが，わが国の少子・高齢化社
会は他の先進諸国の約4倍のスピードで実現をみた。このことは特筆：大
書に値いする激動の変革の要素であるということができよう。
　このように，日本経済は，官僚主導型の経済発展という歴史的特徴と
異例の速いスピードで少子，高齢化社会の実現をみたという特性のもと
で，冒頭で示した国内的状況と世界的状況に対応しなければならないこ
とをまず理解する必要があると考える。そしてこの小論でわれわれはそ
のためには，日本経済を構成する各主体が，自己選択と自己努力をもと
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にして，共生の社会入間行動Dの実践を行ない，新しいシステムを形成
することが必要であることを説明する。我々はこの新しいシステムを健
康開発型市場経済論と呼びたいと思っている。つまりこれはひとつは後
追い型で疾病治療型の日本経済を，未来志向的で予防医学的実践型の日
本経済への変革を表徴的に示す用語を意味し，もうひとつは，これは，
社会主義的要素と資本主義的要素を医学（人間学）の論理と実践で融合
した，大分地域における技術集積型健康開発システム2）を実証的基盤と
して，そこから学んだということを意味している。
　要するに，我々は現代日本の激動の経済変革の中にいて，パラダイム
の変換が不可欠と考えており，それを健康開発型市場経済論のアイデア
フォーメーションと実践によって示そうということがこの小論の目的で
ある。
1．戦後日本の経済成長：疾病治療型市場経済論の特徴
　筆者はかつて戦後日本の経済成長（1945年～1980年頃まで）を疾病治
療型経済論（新古典派経済成長論）の視点から考察したことがある3｝。
疾病治療型市場経済論は，生起した事実を要素還元論的手法で分析する
近代科学主義の方法の採用を特徴とする。この科学的方法のもとで，基
礎的要素としての個人の合理的行動仮説を組み入れて，生産・分配・支
出の経済循環（経済成長を含めて）の理論的・実証的検討を行うのであ
る。新古典派成長論では個入の貯蓄行動と企業の投資行動の相互依存関
係を市場調整によって明らかにするということを特徴とする。したがっ
てこのモデルでは，個人の貯蓄率と企業の投資率とその基盤となる入口
成長率，技術進歩率が基本変数となる。しかしこの場合，人口成長率と
技術進歩率は，パラメーター（助変数）として与えられ，効用最大化仮
説での家計の貯蓄率と利潤最大化仮説での企業の投資率が主要変数とな
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　　　　　　　　　　　　　激動の1体経済変革に対して我々は何ができるか
り，この両変数は，完全競争下の［盲場行動仮説により調整されるという
理論構成となっている。つまり再」見えざる手”に導かれて貯蓄率と投資
率の均衡のもとで経済成長が安定的な形で継続していくという筋書であ
る。
　表1は日本の戦後経済成長率を1945年一1980年までの期間においてみ
たものである。図表からわかるように1945年から1970年までは平均9．6
％の経済成長率で推移しているが，1970年より1980年までの間は4．7％
の経済成長率に激減していることがわかる。
　次に表2は貯蓄率の国際比較を1970年から1981年までの期間において
みたものである。この審問の日本の貯蓄率は平均20．3％である。これに
ついてみればアメリカは平均7．0％であり，英国は，平均8，4％であり，
日本の貯蓄の半分以下の低さとなっている。
　表3は主要先進国の実質経済成長の長期的推移を示している。日本の
経済成長率は高貯蓄率（したがって高投資率）を反映して，他の先進諸
国と較べて高い値をとっていることがわかる。なお経済成長率＝貯蓄
率／資本係数であるから，資本係数が一定であれば貯蓄率と経済成長率
は同じ方向に動くことになる4）。
　表4は新古典派成長モデルによる成長要因の分析（試算）を示してい
る。ここでは，成長要因は労力による貢献と資本による貢献と技術進歩
による貢献によって示されている5）。これによると資本の貢献と技術進
歩の貢献が大きいことがわかる。
　表5は表4と同じ期間における労働生産性の上昇率の推移を示してい
る。労働生産性の上昇率は表側あ一番上の実質成長率から2番目の就業
者増加率を引いた数値として第3番目に示されている。高成長率は高生
産性上昇率と強い関係があることがわかる。
　図1は1945年～1987年までの日本の輸出の変化を示している。この図
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表1　日本の戦後経済成長
　　　　　1945－55　　　　　　　　　　　　　　　9，！「㌔
　　　　　1955－65　　　　　　　　　　　　　　　1（L〔［
　　　　　1965－75　　　　　　　　　　　　　　　8．3
　　　　　　1965－70　　　　　　　　　　　　　11．0
　　　　　　1970－75　　　　　　　　　　　　　4，4
　　　　　1975　　　　　　　　　　　3．6
　　　　　1976　　　　　　　　　　　5．1
　　　　　1977　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5．3
　　　　　197S　　　　　　　　　　　　5，2
　　　　　1979　　　　　　　　　　　　5．5
　　　　　1980　　　　　　　　　　　3．7
（Tatsuro　Uchino，ル加ガ∫君，s’1昭1‘Eα）η（川り，，　Trallslated　by
Mark　A，　Harbison、　Kodansha　Internahonal　LTD．）
表2　貯蓄率の国際比較
（単位　％）
?
年　　　国 日　　本 アメリカ イギリス 西ドイツ フランス
1970年 ！8．2 8．2 6．6 17．9 12．6
71 17．9 8．3 4．8 17．0 13．5
72 18．2 6．7 7．1 15．5 13．7
73 20．9 8．9 8．3 14．0 14．2
74 23．7 8．7 8．4 14．8 14．1
75 22ユ 8．8 8．7 15．2 15．3
76 22．4 7．1 8．0 13．4 12．9
77 21．0 5．8 7．2 13．4 13．2
78 20．6 5．4 9．7 13．3 142
79 18．7 5．4 11．3 13．8 12．5
80 ユ9．4 5．7 12．4 12．8 10．6
81 ，，， 5．5 ■■■ ，，， ．「P
GI｝～向D　　F｛銀「国際上ヒ車交糸充；｝h1982｛rよi，。
・注）・僻一転「講
（金森久雄・ロ本経済研究センター『日本経済一大転換の時代」日本経済新聞社より）
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表3　主要先進国の実質経済成長率の長期的推移
? アメリカ「目
1951～554一　56～6σ 2．3 8．5
61～65 4．7 lo．o
66～70 3．2 11．3
71～75
V6～8〔1
1：1⊥4．7
T．1
?4 西ドイツ
????????
イギリス
??」??」 ??4、1
5』
5．8
5．4
4．0
（3．7）
5．2
4．8
3．1
3．5
（出所）アメリカ：8i年「合衆国た三二糸：Σ済報告」、日本二「国民所得統ill’」、闘ドイツ：
　　∫！α観舵1～ゼs／ご／1〃わ～r漉、「ブンデスバンク月報」、イギリス：1ヨα〃’θ〃～～（・T’で〃ご／s、フラ
　　ンスとC）ECD∴～留～o／z〃．4ピごθ1〃～なび08α）Cθ〃〃〃ノ‘雰及び同四季報、　q981f｝こ「遥商
　　白書」より）。??」??すべて年平均成長率、例えば76～80年は80年／75を年率換算して％表示した。
アメリカ、［i本、西ドイツはGNP、イギリス、フランス、　OECDはGDP。
アメりカは圃民所得統計改一丁後の二新ベンチマークの統計による数値。
F1本は、51～55年一・61～65年は70脅＝価格、66～7｛｝年以降は75年イ面格によるf直。
イギリスは要素費用表示、他は市場価格表示。
（）内は76～79年の平均成長率。
（金森久雄・二本経済研究センター編『二本経済一大転換の時代』日本経済新聞宇はり〉
表4　成長要因の分析（試算）
1955
`60
1960
`65
1965
`70
1970
`75
1975
`79
1955
`70
1970
`79
成　長　率 8．7 9．7 12．2 5．1 5．9 1（1．2 5．4
労　　　力
A　業　者
J働時間J働の質
2．4
Q．2
O．8
O．4
0．8
k7
｢1．0
O．4
　1．3
@1．8
｢0．5
@0，6
△0．3
k｝．4
｢1．7
O．9
1．5
P．2
O．7
O．2
1．5
I．9
｢〔｝．3
O．5
0．6
O．8
｢o．6
O．6
資　　　本
走{ストック
走{の質
4．0
V．4
T．9
5．3
?Ｌ2
U．5
5．4
?２．7
T．4
3．7
P1．ユ
P．2
L9
U．4
O．o
4．3
P（1．4
T．7
2．9
X．1
O．7
中立的技術進歩 2．3 2．4 5．5 1．7 2．5 3．9 1．9
〔備考）労働7：資本3の分配率を仮定。
　　　各項Uは香西・．ヒ志川『経1剤茂長：』（H経文庫）による。
｛香西泰『高度成長の時代』日本評論社より）
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表5　労働生産性
?? 1945 1950 1955 1960 1965 197⑪ 1975
～50 　【　一`Db ～60 ～65 ～70 　〔「`の ～80??????
実質成長率 9．4 1〔L9 8．2 9．7 12．2 5ユ 5．6
就．業者増加率 2．3 2．7 2．2 1．7 ユ．8 0．4 1．2
? 生産性上昇率 7．1 8．2 6．5 8．0 10．4 4．7 4．4
?????? （24．2） （25，4＞ （29．7） （29．7） （27．6） （26．1）???
製　造　．業 一 ！2．0 9．6 7．9 12．3 2．0 7．0
????????
そ　の　他 一 7．⑪ 一　　　　FaDつ 8．1 9．7 5．6 3．5???
製造．業寄与痩 一 35．4 37．5 29．3 35．1 11．7 41．5
1
?????
製造．業期首
椛ﾎ’生産性 　 L55 1．35 1．34 1．16 1．17 LO5
就業者シフト
一 1．6 4．2 2．3 1．7 △0．9 △1．7・ポイント
シフトによる 一 0．9 1．5 0．8 0．3 △0．2 △0．1寄　　り・　度：
（備考）　（1〕製造業生産性土昇率＝鉱工業生産の伸び一製造業就業者の伸び。
　　　　製造業就業者は1975年まで国勢調査、最近時は労働力調査、1980年度は9月計数。
　　　②　（）内は製造業ウエイト。各期央の産業別国民所得ウエイトによる。最近時
　　　　は新SNA計数を1975年でリンクしたもの。
　　　〔3）相対生産性はL記②のウエイトを国勢調査構成比で割って求めた。
　　　㈲　就業者シフト・ポイントは国勢調査の構成比の変化幅（パーセント・ポイント）。
　　　（5＞　シフトによる寄．与度は（相対生産性一1）Xシフト・ポイント。
GPr亘廷｛ま・表4にi司じ）
より生産性の上昇期と輸出上昇期が密接に関連していることが読みとれ
る。
　以上が新古典派成長モデルによる戦後日本の経済成長の特徴について
の説明であるが，ここでは個人と企業の合理的行動の仮説と市場による
調整行動仮説を基盤とする高貯蓄率→高投資率→高成長率→高生産性上
昇率→高輸出上昇率の図式が読みとれる。確かに日本は戦後アメリカに
よるドッジライン実践の勧告により，新古典派成長モデルが妥当し．うる
基盤を与えられ自己努力もしたが，これだけでは説明し切れない要素を
沢山残している。たとえば高貯蓄→高投資率→高成長率という一方交通
的図式が妥当するかどうかである。図2は1955年から1975年までの設備
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　　　　　激動の日．本経済変箪に対して我々は何ができるか
図1　戦後日本の輸出の変化と特徴
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（、Vhite　Paper　on　Japallese　Ecollomy　l987　Busilless　IIltercommunicatio艮s　Inc．）
　　　　　　　　　　　図2　設備投資と個人貯蓄
設?
投
資2⑪
比
率
15
45。 195
1960
1965
1970
1975
　　10　　　　　　　　　　　　15　　　　　　　　　　　　　20　　　　　　　　　　　　25　　｛固八貿｝「蓄老辛二
（備考）「国民所得統計」による（香西泰『高度成長の時代』日本評論杜より）
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表6　需要項目別総支出の伸び （％｝
i　　　　　　　　　　　i
???????﹇ 1945 195⑪
@「一`a，り
　　　　1P955
`60
196i｝
`65
1965
@　　　1～70
1970
@厚一`’D
1975
`79廊叢三十諾 9．9 7．7 8．3 9．7 6．0 4．9
i民間隠宅i民間企業設備 1｝1・9 15．6
W．6
14．5
Q2．6
1．7．4
W．7
13．7
Q2．8
6．2
O．9
1．8
V．3
1蜘撮終消費 13．4 2．4 2．9 7．1 5．1 5．6 4．2
［公的資本形成 △9．2 23．3 13．8 16．0 1〔｝．8 6．7 7．71輸出等 99．5 13．9 12．3 14．9 15．7 11．8 10．3
1（控除）輸入等 25．1 18．1 16．9 12．5 16．6 6．8 9．5旨舐総生産 9．4 10．9 8．7 9．7 12．2 5．1 5．9
〔備考）　「国民所得統計」による。 （香西泰『高度成長の時代』il本途論判より）
投資と個人貯蓄の動きを示している。同素に引かれている45度線は，設
備投資と個人貯蓄が一致する点の軌跡を示している。この図からわかる
ように，投資と貯蓄は短期的にみれば必ずしも一致してなくて，時には
かなり大幅に乖離していることがわかる。45度線より左上方部分は投資
が貯蓄を越えており（好況），45度線の右下方部分では貯蓄が投資を越
えている（不況）6），歴史的経験が示すように，投資と貯蓄が大幅に乖
離する時は，見えざる手の市場調整は有効に働かず，政府による後追い
型の需要調整が発動されたのである。この時の需要調整策発動の論理は，
新古典派成長モデルではなくケインズ派成長モデルに依拠していた。ケ
インズ派成長モデルは高投資率→高成長率→高貯蓄率の図式を用いる。
表6は，1945年から1979年までの需要項目別総支出の伸びを示している。
これは需要要因主導の経済成長のメカニズムの説明に使われている（ケ
インズ派成長モデル〉。戦後日本経済の高成長の原因をめぐって，高貯
蓄率と高投資逆説の大論争が学界に行なわれたことはそう遠い昔のこと
ではない。
　新古典派成長モデルは供給要因を重：恥し，ケインズ派成長モデルは需
要要因を重視するが，これは両派ともいつれも欧米型経済行動仮説（経
　i22
　　　　　　　激動の日本経済変革に対’して我々は何ができるか
図3　Adaptability（組織適応能）の人間行動仮説
Adaptability
（組織適応能）
ブイード・バック
（主体的行動要因）
a．Entreprelleurship
（企業家精神）
b．DIsciplille
（自己抑制）
c，Sacrifice
（献身）
（環境要因）
ACompetition
（競争）
B．Confidellce
（相圧信頼）
C，Family　EducatiOn
（家庭教育）
宗教，文化，科学技術，祉会，経済
済主体と市場）を前提にしてのことである。われわれは，戦後日本の経
済成長のメカニズムを解明するには，欧米型経済行動仮説，とりわけ新
古典派成長モデルの仮説を越える新しい行動仮説の設定とそれの検証が
必要とされることを痛感し，日本の国際適応力仮説を構想した7）。
　『日本の国際適応力』という著書でわれわれは，「日本の国際適応力と
は，多くの経済人やエコノミストたちが注目する日本経済の柔軟性を，
より体系的にした，新しい経済政策観をあらわすキーワードである。こ
の適応力は，環境変化に順応し活用するパッシブ・アダプタビリティと，
環境に積極的に主体的に働きかけてそれを改善するポジティブ・アダプ
タビリティの両者を含み，いずれも経済の安定と進歩をターゲットとす
る。今日本は，この両者のバランスを追求し，新しいアントルプルヌー
ルシップを発揮して世界経済の調和と活性化に貢献し，自らの生存を確
保しなくてはならない」と主張し，図3に示されているようなアダプタ
ビリティ（組織適応能）仮説を提示した8）。この仮説は，現代経済学の
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新しい展開を求めて，大分の地での健康開発の実践的展開活動に参加し
て構想されたものである9｝。
　大分では1965年頃から予蓼される高齢化社会，経済開発による環境汚
染，健康障害に対応するため，地元の医師集団がリーダーシップをとっ
て，技術集積型健康開発システムのもとで地域健康開発活動を行なって
いた。健康開発型市場経済論とは，この実践活動に参加したことによる
発想である。端的にいえば，健康開発型市場経済論は，新古典派型そし
てケインズ型経済行動仮説を越える上述のアダプタビリティ（組織適応
能）仮説を基盤として構成されている筆者と杉田肇の共著『ヘルスエコ
ノミックス」の構成要素である10）。
2．橋本政権による日本の経済・財政の構造改革の特徴と
　　問題点
　橋本龍太郎首相は1996年6月26日から29日まで，フランスのリヨンで
開催された第22回先進国首脳会議において，先進国間や，先進国・途上
国間で社会保障制度の向上などに協力し合う「世界福祉イニシアチブ」
を提唱した。’96年6月29日の日本経済新聞の報道によれば，事前の事
務レベルの調整なしに本番に持ち出したもので，各国の首脳も同意，次
回のデンバー・サミットまでに具体策を取りまとめることになったとい
う。これによれば「首相は『人類の福祉増進のためよりよい社会を次世
代に引継ぐことがリーダーの責務だ。各国が知恵と経験を分かち合い，
交流することが重要だ』と構想を説明した。この構想では，高齢化に伴
い，年金や医療制度が重い財政負担などで行き詰っている先進国がお互
いの制度向上を目指して協力する。途上国の社会保障制度作りや，乳幼
児，妊産婦の死亡率低下，女性の地位向上といった課題に先進国が人材
交流プログラムをはじめとする技術協力などの形で貢献する」という内
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容であった。
　また橋本内閣は，1997年5月15日に，かねてから「構造改革のための
経済社会計画」の検討をもと．にして11♪，経済・財政構造改革の行動計画
を発表した。
　まず経済構造改革の行動計画の閣議決定については，日本経済（夕
刊）1997年5月16日号は次のように報じている。「政府は16日の閣議で
経済構造改革の行動計画を正式決定した。2001年までに日本経済の高コ
スト構造を是正するため，発電事業の競争を促進する電力改革に取り組
むほか，石油，ガス事業の見直しに着手する方針を示した。また医療・
福祉など成長が期待される15分野を特定し，新規産業振興の具体策をま
とめた。政府は年二回程度，構造改革の進展状況を点検し，行動計画を
改定していく方針だ」。この場合，新規産業の15分野は次のように特定
化されている。〈医療・福祉〉，〈生活文化〉，〈情報通信〉，〈新製造技術〉，
〈流通，物流〉，〈環境〉，〈ビジネス支援〉，〈海洋〉，〈バイオテクノロジ
ー〉，〈都市環境整備〉，〈航空，宇宙〉，〈新エネルギー・省エネルギー〉，
〈人材〉，〈国際化〉，〈住宅〉がそれである。そしてこれら15分野の資金
の調達，人材技術の育成方法，抜本的な規制緩和についての要点を伝え
ている。
　次に財政構造改革会議が公表した主な検討課題は次のようになってい
る。
　〔公共事業〕長期計画の対象期間延長による実質的縮減▽受益範囲
が限られる下水道・公園などは補助対象を縮減，▽高規格幹線道路，拠
点空港などは物流効率化に資すものを優先，▽道路特定財源の見直し検
討
　〔社会保障〕薬価を市場の実勢にゆだねる新方式の検討，▽慢性疾患
の診療報酬に定額払いの活用，▽保険集団のあり方の見直し，▽福祖：サ
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一ビスへの民間事業者の導入推進
　〔文教予算〕　小・中学校第6次教職員定数改善計画の見直し，▽私学
的助成の抑制
　〔防衛〕　中期防衛力整備計画の縮減
　〔ODA〕略
　〔科学技術予算〕　国際熱核融合実験炉（TTER）計画の国内誘致は
行なわない。全速増殖型原子炉「もんじゅ」の全面的見直し
　〔国鉄清算事業団債務〕　単に一般会計に付け替える安易な処理は回避
する。
　〔整備新幹線〕　略
　〔エネルギー〕　石炭並びに石油及びエネルギー需給構造高度化対策特
別会計の繰入額の圧縮
　〔農林水産〕　ウルグァイ・ラウンド（UR）農業対策は農業，農村整
備事業の縮減や期間延長，▽国有林野事業の経営形態を含めた抜本的改
－革
　〔中小企業対策〕　都道府県商工会連合会等の人件費補助の一般財源化
　〔地方財政〕　投資的経費にかかる単独事業は98年度は対前年度マイナ
スに
　〔その他〕補助金は新規抑制，スクラップ・アンド・ビルド原則の徹
底，サンセット方式の推進，▽各省庁の定員縮減，▽人事院勧告による
給与改定に適切な抑制措置を検討（朝日新聞1997年5月16日朝刊より）
　以上において説明した橋本首相の先進国首脳会議と経済・財政構造改
革行動計画で発表した政策方針を示すと図のようにまとめることができ
る。
　ここでは①国内政策の整合性と②世界政策の整合性という二面にわた
る整合性の検討が必要である。まず①国内政策の整合性つまり経済構造
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図4　橋本政権の内外施策の整合性
橋本首相リヨンサミットq996）公約
世界福祉イニシアティブの惟進
八類生存の福祉の世界的実現
②世界整合性
経．済構造改革
行動計画
（灘攣り
①国内整合性 行・財政構造改革
行動計1面
（1997．5．ユ5屠】言義1耗’定〉
改革行動計画と財政構造改革行動計画の整合性についてみてみる。経済
構造改革行動計画は，規制緩和による構造改革の実行にみられるように，
新古典派成長モデルのところで説明した市場原理の活用が中軸となって
おり，また，財政構造改革行動計画は，社会保障のところでみられるよ
うに自助原理の活用，したがって市場原理の応用の面が色濃く出ている。
このような政策の実践は，M・サッチャーの11年半にわたる施策によっ
て一応の成果が歴史的に検証されている。しかしサッチャーリズムは結
局ブレア労働党によって修正を余儀なくされたという問題は残るが，経
済・財政両行動計画における市場原理の活用は，論理的・実践的整合性
は理論と実践によって一応は担保されているということができる。問題
は，この国内政策の整合性をリヨン・サミットで提案した世界福祉イニ
シアティブの推進という世界政策と整合的であるかどうかである。はじ
めにも述べたとおり，「社会主義経済は崩壊したが，しかし資本主義経
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済は完全に成功したとはいえない」ということがポスト冷戦において周
知の事実となっている。資本主義経済の失敗の大きなもののひとつは，
人間的な社会保障つまり広義の福祉の達成失敗に求められることも周知
の事実である。したがって市場原理の活用によって，①国内政策の整合
性を確保したとしても，これを世界公約との関連においてみたとき，①
の整合性には，上述の資本主義の失敗（広義の福祉の実現の失敗）の問
題を克服していないから，①と②の間には整合性が保てないということ
が明白になる。つまり橋本首相は外と内で整合的でない政策提案を行な
っていることになる。内と外で異なる政策の提案を行うことは鎖国時代
ならいざ知らず，グローバル化の日本経済にとって問題であろう。
　われわれは次節で橋本首相の，①国内政策の整合性と，②世界政策の
整合性がバランスする筋道を考えてみたい。このことの結論を先取りし
ていえば，市場の活用だけに頼るのではなく，市場の活用とともに政府
（中央，地方），NPOの非市場組織の活用のバランスの問題，つまり
「市場の成功」と「政府（NPOを含む〉の成功」の共生の問題である
と，われわれは考えている。
3．健康開発型市場経済論のすすめ
　　　　「市場の成功」と「政府の成功」の共生の一モデルー
　筆者はかつて（1974年に）『日本に資本主義はなかった』という著書
を書いて，資本主義経済とは何かということを世に問うたことがある。
この書は「現代経済学の研究者の視点により，わが国経済の矛盾をひと
つひとつ実際的に解明していき，本当の資本主義とはいかにあるべきガ
を明らかにした書である。異常な高度成長公害，住宅難，交通地獄，
狂乱物価も，本来の資本主義の経済メカニズムから起こる必然的な結拝
ではなかったのである。日本経済を破滅に追い込もうとしている真二一
　128
　　　　　　　　　　　　　　激動の日本経済変革に対して我々は何ができるか
は，日本独得の経済慣行そのものにあったのである。すべての経済混乱
は『日本に資本主義はなかった』ところがら起こっているのである。こ
の書はこのことを現状と理論によって明らかにし，日本に本当の資本主
義を育てるにはどのようにすればよいかを考察したものである」（メリ
ルリンチ投資顧問営業部長土屋光寛氏の読後評より12））。
　この書は，1973年暮の第一次石油ショックを引き金として起った日本
経済の大混乱の原因を，筆者が「本当の資本主義」と考える視点より解
明し，r本当の資本主義」に育つための対応策を示したのであった。こ
の頃すでに筆者は，武見太郎（1972）を中心とする医学，人類生態学の
人達と交流しており，経済（Econolny）を人間生態学（Human　Eco1－
ogy）の視点から再構築すべきではないかという助言を受けており，現
代経済学の再構築の勉強中であった。そして日本人として生まれ，育ち
（新潟の一地方），そして東京で学ぶ過程で，日本人が持つ「島国根性」，
「官尊民卑」，「男尊女卑」，「付和雷同的国民性」を体験的に痛感してい
たのであった。そこで当時筆者が「本当の資本主義」と考えていたのは，
上記の日本人としての欠点の克服と経済をヒューマン・エコロジーの視
点で考えるということを前提として，師中山伊知郎から教えを受けた
J・シュンペーターの企業家精神（アントルプレナーシップ）を基盤と
して，経済の自立的発展のメカニズム（市場中心）と公共的，未来志向
的視点から市場と連係する公共経済活動の融合を想定していたのであっ
た。しかしこの時点では，この考えは直観の域を出ず，非常に粗っぽく，
感情的な主張が多かったと反省している。しかしこの節で取り上げる健
康開発型市場経済論は，経済をヒューマン・エコロジーの視点でとらえ
たうえ，経済合理的行動の仮説を越える新しい社会人間行動仮説のもと
で，シュンペーター的企業家精神による自立的経済発展と公共的，包括
的，未来志向的視点から政府（NPOも含む）行動との連係による市場
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と政府の融合（共生）という内容で考えているのであるが，この構想は
すでにこの1974年目『日本に資本主義はなかった』の時点で芽生えてい
たということになる。
　この項を結ぶ前にもう一度，土屋光寛氏の読後評より引用する。「こ
の書は今から20年以上前に書かれたが，現在の日本経済の状況をとても
生々しく言い当てている。バブル崩壊，天井の見えない円高，証券不況，
銀行の不良債権問題．不動産価格の下落，中小金融機関の経営悪化等々，
これらの日本経済における諸問題は，まさしく『日本に資本主義はなか
った』ことにより発生したものである。一時，“Japan　as　number　one”，
また“日本的経営のすばらしさ”などと日本のシステムがもてはやされ
たのは一体何だったのだろうかP　私たちは幻影に惑わされて真実を見
落したのではないか。ヘルスエコノミックス（医療福祉経済学）の視点
から一度上記について徹底的に議論を深めなければならないと思われ
る」。
　筆者はこの書を出版した1年後の1975年に，「本当の資本主義」の観
察のため，2ケ月にわたりアメリカ，カナダ，ヨーロッパを訪れ，帰国
後直ちに武見太郎との関係で当りをつけておいた，上述の大分に出かけ，
健康開発の実践的観察を行なったのであった。そしてこの実践的観察を
8年続けたのちの1983年，筆者と吉川暉，杉田肇との共著で新しい『医
療福祉経済学』を出版し13），そして1986年に大畑弥七と共編著で上記の
『日本の国際適応力』を出版したのであった。この過程で健康開発型市
場経済論は徐々に熟していった。
　筆者は1995年に，杉田肇と共同で「ネオキャピタリズムと共存の経済
システムの構築」を発表した14）。ここではネオキャピタリズムは新生資
本主義（Neonatal　Capitalisn1）を意噛している。これは上述の「本当
の資本主義」のグローバル版として位置づけられる。これはドラッカー
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表7　資本主義経済の動態的変化と黎明期のネオキャピタリズム
＼時期???
生成・発展期の
走{主義経済
　成熟期の
走{主義経済
　新しい発展期の
@資本主義経済
iポスト資本一1議i経済）
古典派経済学 ケインズ経済学 福祉国家を越えて
経 新古典派経済学 新古典派総合の経済 贈与経済学???
マルクス経済学
ｧ度派経済学
　理論
Vしい経済学の流れ
ポスト資本主義社会
﨎ｶ経済
ヘルスエコノミックス
?? A．スミス
i．S．ミル
J．M．ケインズ
v．ベバリッジ
G．ミュルダール
j．E．ボールディング
思 A．マーシャル J．モネー P．ドラッカー?
J．シュンペ』ター W．オイケン 福田徳三
家 L．ワルラス 武見太郎
経 経済効率主義の実践 混合経済政策の実践 経済動態の
済 「市場の成功」 「政府の成功」 適応システムの確立
政 「市場の失敗」 「政府の失敗」 「市場の成功」?
「政府の成功」
経社
ﾏ会ｧ・
民主主義制度
?有財産
ﾆ占禁止法
オンブズマン制度
ｮ全雇用法
ﾐ会保障法
専門性と民電性の融合
注N福祉
ｯ主選択の社会保障
度政 均衡財政制度 赤字財政制度
こム
｛口 新救貧法 新しい労働法
・
第三セクター
のいう『ポスト資本主義社会』i5）の考え方との対応のもとで，　Post－
Capitalist　SQcietyにはネオキャピタリズム（新生資本主義）の考え方
で対応させ，21世紀における社会・政治・経済のグローバルシステムを
示すものと考えている。
　表7は資本主義経済の動態的変化と黎明期のネオキャピタリズムを示
している。ここでは資本主義経済の動態的変化の過程が，生成・発展期
の資本主義経済，成熟期の資本主義経済，新しい発展期の資本主義の三
つの時期に分けて経済理論，経済思想家，経済政策，政治・社会・経済
制度の項目についての特徴を示している。まず生成・発同期の資本主義
経済は，古典派経済学（A・スミス），新古典派経済学（A・マーシャ
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ル，L・ワルラス，　J・シュンペーター）を起点とする経済理論が「市
場の成功」によって裏づけられた時期である。つまり市場経済と民主主
義の開花・展開時期である。しかしこの時期でもマルクス経済学，制度
派経済学によって「市場の失敗」が主張されていたし，実際にそれを裏
付ける歴史的事実も存在していた。
　成熟期の資本主義経済では，「市場の失敗」の病が世界的に蔓延し，
これに対処するためのアクロ経済学としてケインズ経済学が登場し，そ
の理論にもとつく政策が実践された。対症療法的ではあったが，一応の
成功を修め，「政府の成功（大きい政府の存在理由）」を克ち取った。し
かしこの成功が民間経済主体の政府依存症を発病させてしまい，自己選
択で自己努力を本旨とする市場経済の体質を弱めてしまった。このこと
が，社会主義経済の崩壊の大きな原因となった官僚の失敗と同じ「政府
の失敗」と重なって，資本主義経済における「政府の失敗」をひきおこ
した。この結果「反ケインズ革命」が登場し，もう一度，生成・発展期
のA・スミス，A・マーシャル，　L・ワルラス，　J・シュンペーターの
経済学まで遡りすることになった。上述したサッチャーリズムの実践は
この歴史的事例である。
　「政府の失敗」という歴史的事実をみて「反ケインズ革命」という形
で，古典派経済学・新古典派経済学に回帰したエコノミストの外に，
「市場の失敗」と「政府の失敗」の事実を新しい理論仮説と実践により
克服しようとするエコノミストも少なからず存在した。G・ミュールダ
ール，K・E・ボールディング，　P・ドラッカーはその代：表的な研究者
であり，経済をヒューマン・エコロジーの視点から構築すべきと多年来
主張していた武見太郎はその応援者である1杉田と田村の『ヘルスエコ
ノミックス』はこの領域にあるものとして位置づけられる。そしてこれ
らの研究者は，武見の助言と合致するヒューマン・エコロジカルなビジ
　132
　　　　　　　　　　　　　激動のf二体経済変革に対して我々は何ができるか
ヨンを持っている。したがって，これらの研究者は自立と連帯の共存
（共生）のグローバルリズムを内包しているので，筆者がこの小論で狙
っている健康開発型市場経済論のビジョンも内包しているということが
できよう。そこでわれわれのネオキャピタリズム（新生資本主義）は端
的にいえば健康開発型市場経済論のグローバル展開を基盤としていると
いうことになる。
　次に経済学の流れとの関連のもとで，われわれがいう疾病治療型市場
経済論と健康開発型市場経済論の特徴を，対比的に説明することを試み
る。
　表8は経済価値論と健康価値論との比較一覧表を示している。ここで
は経済価値論は疾病治療型市場経済論の特徴をあらわし，健康価値論は
健康開発型市場経済の特徴をあらわすものと考える。なお図3で示した
日本の国際適応力（アダプタビリティ）は，健康価値論の実践を基盤と
して考えられている。
　以上の前置きのもとで，図表第一欄の経済価値論と第二欄の健康価値
論について説明を加える（以下，経済価値論を①の記号で，健康価値論
を②の記号で示す）。学問的接近方法は①は物理学（自然科学）中心，
財中心（GNP評価）である。これに対して，②は人間科学を基盤とし，
人間中心であり，ポジティブヘルス（健康開発）評価による福祉評価を
基本とする。評価のしかたは，①は貨幣（市場）評価であり，短期的評
価が中心となる。②は非貨幣的要素も含む多次元評価，長期的評価を基
本とする。ここでは健康投資評価が重要な役割を果たす。国富は，①は
GNP（フロー）と資本，技術，資源（ストック〉で評価される。②で
は，ポジティブヘルス（健康開発）の実現度（フロー）とポジティブヘ
ルスの状態・環境（ストック）評価が重要となる。科学的方法としての
実証の方法は，①は物理学（自然科学）が採用する論理実証主義であり，
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項目
表8　経済価値論と健康価値論との比較一覧表
　　　　　経済価値論　　　　　　　　　　　　　健康価f直論
学問的接近方法
評価の特徴
実証の方法
システムの特徴
入間行動と生産性
安定性
社会・政治・経済制度
経営システム
物理学（自然科学）中心
財中心（GNP評価）
貨幣（市場）評価
短期的評価
GNP（フロー）
資本、技術、資源（ストック）
言甫｝理高言正三1」三義
厳場経済と非．市場経済の
混合システム
利己心の追及（合理的行動）
allowance（ゆとり）なし
不安定の累積性
資本主義
修正資本主義
目率主義
人間科学
入間中心（ポジティブ・ヘル
ス評価）
多次元評価
長期的評価
ポジティブ・ヘルスの実現
度（フロー）
ポジティブ・ヘルスの状態・
環境（ストック）
論理実践実証主義
ポジティブ・ヘルス評価に
よる一元的システム
自律：・連帯の行動仮設
a110wance（ゆとり）の存在
不安定の中の安定性
ネオキャピタリズム
（新生資本主義）
地域主権的中央制御のグロ
ーバル・システム
新経営家族主義
②は論理実践実証主義の方法の採用を特徴としている。システムの特徴
は，①は市場経済システムと非市場経済システムの二元的システムであ
るが，②は健康価値論評価による一元的システムを特徴としている。人
間行動と生産性についてみると，①は利己心の追求（合理的行動）で，
ゆとり，余裕（allowance）が存在しないが，②は自律・連帯の行動仮
説（アダプタビリティー組織適応能）を特徴とする。ここではゆとり，
余裕（allowance）は重要な構成要素である。システムの安定性につい
てみると，①では，不安定の累積性の危険性を抱えている。この面につ
いては②は，アダプタビリティ（組織適応能）の存在により，システム
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への不安定性の衝撃が安定性同復へと導くという特性を持っている。
　次に社会・政治・経済制度についてみれば，①は資本主義修正資本
主義を特徴とするが，他方②は，ネオキャピタリズム（健康と経済の共
生の社会・政治・経済制度）が支配的になる。経営システムは，①は効
率主義であり，②は新経営家族主義を特徴としている正5）。
　要するに疾病治療型市場経済論は，要素還元論的自然科学的方法論の
もとで，貨幣（市場）評価で，短期的評価のGNP（国民総生産）を経
済合理的行動の仮説のもとで最大化する（経済効率化の達成）ことをパ
ラダイムとする経済論をあらわす用語として使用している。これは，生
起した病気の病理メカニズムの解明により入間の寿命を引き延ばすこと
を目標とする疾病治療の医学にたとえて命名したものである。これに対
して健康開発型市場経済論は，人間中心で入間科学の方法を基盤として，
新しい福祉としてのポジティブヘルス開発（健康福祉）を目標として，
アダプタビリティ〈組織適応能）にもとつく人間行動仮説のもとで，こ
の目標であるポジティブヘルス開発（健康福祉）の最適化過程の実現を
はかる。ポジティブヘルス開発の目標は，多次元的で長期的であり，そ
して目に見えない要素を評価するので論理実践実証主義の方法の採用が
必要となる。なおポジティブヘルス開発の特性により，健康開発型市場
経済論だけでこの目標に迫るのは不可能であり，新しい公共機構として
の政府（NPOを含む）組織による非市場経済組織と協働して目標を達
成することが必要となる（これについては後でより詳しく説明する）。
このことによって「市場の失敗」と「政府の失敗」を克服して，「市場
の成功」と「政府の成功」の共生の実現が可能になるのである。急速に
進行中の少子・高齢化社会に対して，疾病治療型市場経済論は有効でな
く，健康開発型市場経済論の理論と実践の展開が有効性を発揮すると考
える。
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　さて健康開発型市場経済論の目標は，ポジティブヘルス開発一健康福
祉の最適化過程に求められた。健康福祉の最適化過程の実証基盤は，大
分地域で展開されている技術集積型健康システムの実践に求められる。
図5は技術集積型健康開発システムの基本型を示している。このシステ
ムでは，個人が家庭を拠点として，ライフサイクルを通して必要とされ
る母子保健，学校保健，成人保健と職場の健康開発を目標とする産業保
健が，予防・治療・リハビリという一貫した包括医療に支えられて実践
されていくことを基盤として，ポジティブヘルス開発一健康福祉の最適
化過程の医学的条件が確保される（図5A面参照）。この健康福祉の最
適化過程の政治的条件は，B面で示されている。健康開発における専門
性と民主性を融合させる合意形成の場である地域保健委員会の組織化と
いう政治的条件の確保が必要とされる。同図に示されているように，こ
の委員会は住民代表，産業代表，専門家代表，行政代表によって形成さ
れ，市場と三市場の領域限定，そして非市場システムにおける合意形成
のルールづくりと実践を行う。次にC面は健康福祉の最適化過程の経
済的条件の確保を示している。ここでは健康開発型市場経済は自立的に
は市場領域を担当し，非市場領域には地域保健委員会への参加を通して
連係することになる。市場機構においては，需要と供給の調整作用によ
り，そして非市場機構は地域保健委員会の支援のもとで，健康福祉開発
の費用と負担の調整が行なわれることになる。健康開発型市場経済シス
テムでは，このシステム構成者は，上述した健康価値論の特徴のもとで
行動するものと仮定されているから，後追い型の価格システムにかわっ
て未来志向型価格システムが市場調整の型として登場してくる16）。後追
い型で，不安定性の累積型価格システムが，Learning　by　Doingによっ
て，未来志向的で，動態的安定性（不安定の中の安定）のある価格シス
テムに変換されることになる。非市場領域では，地域保健委員会のリー
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図5　技術集積型健康開発システムの基本型
健li財畠祉の最適化過程
ポジティブ・ヘルス
医学研究計画
チ防計画
治療計画
包括医療
リハビリテーション計画
健康教育計幽
（A）
母子傑健 学校保健 産業保健 成人保健
地域包括医療計画
社会・経済システム 政治システム
（市場機構） （非市場機構〉
地域保健委員会
住民代．表
産業代表
専門家代表
行政代表
（B）
ダーシップにより人間中心的で未来志向的で，動態的安定性のもとで，
費用と負担の調整が効果的な形で運営されていく。われわれはこのよう
な非市場機構のことを多年来，社会拠出機構と呼んで調査研究を積み重
ねている。健康福祉の最適化．過程の達成を目標とする技術集積型健康開
発システムは，マルチチャンネル・メディカル・システム（Multichan－
nel　Medical　System）とも呼ばれているのであるが，ここでのマルチ
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図6　「市場の成功」と「政府の成功」の共生の大分モデル
八間福祉（健康福祉）
ヘルスエコノミックス
　新生資本主義
iネオキャピタリズム）
技術集積型健康開発システム
［健やかに生きる条件の確保］
社会拠出機構
グローバルシステム
［ヒューマンエコロジーと経済の融合］
健康福祉志向の価値選択行動の実践
チャンネルは，図5A面の医学的条件とB面の政治的条件とC面の社
会経済的条件の融合による同時達成を意味している。
　図6は小林登との共編著である『社会人間学一社会を場として考え
る一』で発表した17）「市場の成功」と「政府の成功」の共生の大分モ
デルである。
　ここでは経済価値論の目標であるGNP（経済福祉）の最大化ではな
く，健康価値論をベースとする健康福祉を目標としている。杉田と田村
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の『ヘルスエコノミックス』は，健康福祉の最適化過程を論理実践実証
主義の方法のもとで解明しようと試みた。われわれはポスト冷戦の社
会・政治・経済体制をネオキャピタリズム（新生資本主義）と呼んだ。
そしてこれの実証的基盤を大分地域で展開されている技術集積型健康開
発システムに求めた。またデンマークとスイスの健康福祉の最適化過程
の進行状況の調査研究も加えて，実証的基盤の充実をはかった。そして
われわれは，ネオキャピタリズムを，健康開発型市場経済（市場機構）
と社会拠出機構（非市場機構）の共生により形成され運営されるものと
考えた。この場合ネオキャピタリズムは健康福祉の最適化過程を目標と
するから，健康福祉の特性により，地域主権的中央制御のグローバル・
システムを特徴とする。したがって，市場機構としての健康開発型市場
経済では，疾病治療型市場経済と異なり，環境と共に，地域との共生が
必要とされる。これは市場機構の“健康度”（アダプタビリティ）を高
めるためにも必要な体質変化である。筆者は，経済をヒューマン・エコ
ロジーの視点でとらえれば，市場と地域の共生に違和感はないことを大
分地域における健康福祉開発への実践的参加によって理解した。デンマ
ーク，スイスだけでなくEU（ヨーロッパ連合）もこの方向に進んでい
ることは容易に裏づけることが可能である18）。図6に示されているよう
に，経済とヒューマン・エコロジーの融合は，個人・家庭がライフサイ
クルを通して健康価値論の実践を行うことを基底としていることはすで
に繰返し述べたとおりである。
4．むすび一少子・高齢化社会への対応と健康投資
　図7によって示されるような諸要因からの衝撃により日本経済は激動
の経済変革にさらされている。このうち特に情報化野菊，地球化社会と
共に，少子・高齢化社会突入の衝撃が大きい。したがって，激動の日本
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図7　地球社会の申の日本経済への衝撃
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科学技術（専門性）、価値選択（政治性）、自由経済（自由性）
の融合性と組織づくりの必要性
経済変革に対しては，少子・高齢化社会の衝撃に焦点を合わせて他の要
因の衝撃を考えていくのが肝要である。この時期において橋本政権は，
国内では経済・財政構造改革行動計画を発表し，また世界的には先進国
首脳会議で，人類のよりよい生存のために世界福祉イニシアチブを提唱
し，大方の賛同を得ている。国内的にみても世界的にみてもまた資本主
義経済の歴史からみても，経済価値論をベースとする市場原理によるシ
ステム形成，つまり疾病治療型市場経済システムに依拠して政策を立案
し実行しても，これまでの歴史的事実からして部分的成功しか期待でき
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ないことが予想される。この成功はこれまでの歴史が示すように，失業，
所得分配の不平等，福祉の切り捨て，環境汚染，健康障害，家庭崩壊の
コストを払った一しでのことである。貨幣評価を中心とする市場評価だけ
に任せることなく，多次元的評価と長期的評価の視点で，未来志向約行
動を基本とする健康価値論の実践によって市場経済の健康度（アダプタ
ビリティ）を高めなければならない。このためには社会拠出機構と連係
して，市場経済の健康度を上昇させるための健康投資が必要である。こ
れがわれわれのいう健康開発型市場経済論の特徴である。これにより市
場の成功の条件を確保し，このシステムが非市場機構としての社会拠出
機構による「政府の成功」と共生することによって，経済と財政の構造
改革の行動計画のバランスのもとで，入類生存のよりよい条件の確保の
世界福祉イニシアチブ達成の条件が確保されるということがわれわれの
この小論での結論である。要するに，われわれは，図4で示した橋本政
権の内外施策の整合性の条件を確保するには，疾病治療型市場経済論を
脱皮して，健康開発型市場経済論の視点から，政府，NPOとともに健
康福祉の最適化過程にバランスを取ることが肝要である，と主張したい。
注
1）共生の社会人間行動については小林登・田村貞雄編著『社会八間学一社会
　を場として考える』成文堂，1997年11月に詳しく説明している。
2）技術集積型健康開発システムについては，杉田肇（1974年）を参照されたい。
3）これについては田村貞雄（1985）を参照されたい。
4）経済厳訓G貯蓄率甑資本騰を・とすれば・G一÷として示すこ
　とができる。市場調整による貯蓄が常に投資に吸収されるという新古典派成長
　モデルの仮定のもとでは，貯蓄率と経済成長率は正の関係を持つものとして規
　定されている。
5＞いま産出高Y，資本K，労働N，技術Tで示すとすれば，新古典派成長モ
　デルの生産関数はY＝F（K，N，　T）としてあらわされる。これを一次式に
　して示すとY＝AKON覧たfしαは資本の生産弾力性，βは労働の生産弾力
髄あらわす）となる．．これ鮒撒ラ〉すると景一会＋媛＋β暑を得る・
景は産出高の成国会は技術進歩率による鰍分，・長は資械長による
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賄猷β暑は労働厳による貢献分を示している・
6｝マクロ市場均衡式はY（供給）＝C（消費需要）＋1（投資需要）とあらわさ
　れる。定義によりY－C＝S（貯蓄）であるから，Y＝C＋1を変形すると
　（Y－C＝D，S＝1を得る。この結果S〈1ならば好況（需要〉供給），　S＞1な
　らば不況（供給〉需要）となる。
7）これについては，大畑弥七・田村貞雄（1986）を参照されたい。
8）組織適応能については，田村貞雄（1976）に詳しく説明している，
9）これについては，田村貞雄・吉川暉・杉田肇『新しい医療福祉経済学（1983
　年）を参照されたい。
10）これについては，田村貞雄・杉田肇（1995b）を参照されたい。
11）これについては，経済企画庁編（1996）を参照されたい。
12）土屋光寛氏は，1994年4月～1996年4月まで，早稲田大学大学院社会科学研
　究科修士課程医療福祉経済学ゼミ（担当筆者）で研鐙を積んだ。ここで引用し
　たのは，その時のゼミ活動におけるリポートのひとつである。
13）田村貞雄・吉川暉・杉田肇（1983）。
14）これについては，田村貞雄・杉出肇（1995a）を参照されたい。
15）新経営家族主義については，田村貞雄（1996）を参照されたい。
16）未来志向型価格システムについては，田村貞雄（1995b）を参照されたい。
17）田村貞雄「福祉と経済の共生の社会人間行動一地球社会福祉と陽所的経
　済』のリサーチ」・1・同月・田村貞雄（1997）所収を参照されたい。
18）これについては，田村貞雄（1995a）で説明している。
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